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＜大統領選挙を受けたリート市場の動き＞

大統領選挙を受けた米国リート市場の投資環境と
今後の見通しについて

米国の大統領選挙は11月8日（現地）に実施され、選挙直前には両候補の支持率が接近していたこともあり、予断

を許さないまま選挙当日を迎えていましたが、結果的にはペンシルバニアなど民主党の支持基盤を制したトランプ

氏が勝利しました。

大統領選挙を受けた9日（現地）の米国リート市場の動向を振り返ると、保護主義的な貿易政策を実行すれば、米

国での賃金上昇につながり、物価を押し上げるとの見方から、10年国債利回りは2.06％と今年1月以来の水準に上

昇しました。金利上昇が嫌気され、FTSE NAREIT®エクイティREIT・インデックス（配当金込み）は▲1.6％の下落と

なっています。

用途別では、産業施設セクターの下落が大きくなりました。保護貿易的な通商政策が採られることから通関量など

が減少し、ひいては物流施設への需要が減少するとの見方が強まったためとみられます。一方で、特殊用途施設セ

クターに属する刑務所を運営するリートが大きく上昇しています。トランプ氏が選挙キャンペーンで打ち出した不法

移民の強制送還などによって民間刑務所の需要が増加するという思惑が強まったためと思われます。

＜トランプ新大統領の経済政策がリート市場に与える影響＞

不透明要素は残るものの、経済成長には追い風となる可能性：

トランプ氏が次期大統領に決定したことや上下院を共和党が制したことで、インフラ支出の拡大、法人減税、税制改

革および規制緩和が実施される可能性が高まっています。こうした経済およびインフレ促進型の政策方針は、リート市

場などの先行きに対しポジティブな影響を与えると予想されますが、トランプ次期大統領の実際の行動を予想すること

が難しいため、不透明感は残ります。また、移民および貿易の減少による経済リスクも存在します。また、トランプ次期

大統領がどの政策を実際に推進するかが判明し、不透明感が解消されるまでは、短期的にはボラティリティーの上昇

も予想されます。

財政政策：

短期的には、先行き不透明感によりビジネス投資が後退することから、経済成長が減速するリスクがあります。一方

で、トランプ次期大統領が大幅なインフラ支出を含む財政支出を実現することができれば、長期的には上記を埋め合

わせる効果をもたらす可能性があります。

税制改革：

トランプ次期大統領が約束する法人および個人税制の幅広い改革は個人消費や企業業績にプラスですが、こうし

た約束が実際に承認されるかは不明です。

過去20年間にわたるグローバル化のトレンドは世界的なデフレ圧力となった一方で、トランプ次期大統領の保護主

義的姿勢はインフレ圧力につながるとみられます。特に、移民の減少、高関税、財政支出の拡大の諸政策は、全てが

将来のインフレ圧力となり得ると考えています。

※当資料は、コーヘン&スティアーズ・キャピタル・マネジメント・インクのコメントを参考にして大和投資信託が作成したものです。
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＜米国リートについて＞

基本的に米国リートは経済成長とインフレ環境下では堅調に推移する傾向があり、足元の環境は追い風であると

判断しております。

当面は金利上昇懸念等への反応が想定されますが、歴史的に見て、これまで米国リートは経済成長の環境下で

は、たとえ金利上昇やインフレに直面してもパフォーマンスは良好に推移してきています。また、現在の米国リートの

バリュエーションは、7月以降に調整が続いていることもあり魅力的になってきています。したがって、景気対策を受け

た米国内の個人消費を中心とした回復期待や、リートや商業用不動産市場の好調なファンダメンタルズ、リートの利

回り面の魅力を背景とし、中長期的には緩やかに反発基調をたどるものと予想しています。

※FTSE NAREIT®エクイティREIT・インデックス（配当金込み）は、FTSE®により計算され、指数に関するすべての権利はFTSE®およびNAREIT®に帰属します。



 
 
 
 

お取引にあたっての手数料等およびリスクについて 

手数料等およびリスクについて 

 株式等の売買等にあたっては、「ダイワ・コンサルティング」コースの店舗（支店
担当者）経由で国内委託取引を行う場合、約定代金に対して最大 1.24200％（但し、

最低 2,700 円）の委託手数料(税込)が必要となります。また、外国株式等の外国取

引にあたっては、現地諸費用等を別途いただくことがあります。 

 株式等の売買等にあたっては、価格等の変動による損失が生じるおそれがあります。
また、外国株式等の売買等にあたっては価格変動のほかに為替相場の変動等による

損失が生じるおそれがあります。 

 信用取引を行うにあたっては、売買代金の 30％以上で、かつ 30 万円以上の委託保
証金が事前に必要です。信用取引は、少額の委託保証金で多額の取引を行うことが

できることから、損失の額が差し入れた委託保証金の額を上回るおそれがあります。 

 債券を募集・売出し等により、又は当社との相対取引により売買する場合は、その
対価（購入対価・売却対価）のみを受払いいただきます。円貨建て債券は、金利水

準の変動等により価格が上下し、損失を生じるおそれがあります。外貨建て債券は、

金利水準の変動に加え、為替相場の変動等により損失が生じるおそれがあります。

また、債券の発行者または元利金の支払いを保証する者の財務状況等の変化、およ

びそれらに関する外部評価の変化等により、損失を生じるおそれがあります。 

 投資信託をお取引していただく際に、銘柄ごとに設定された販売手数料および運用
管理費用（信託報酬）等の諸経費、等をご負担いただきます。また、各商品等には

価格の変動等による損失を生じるおそれがあります。 

ご投資にあたっての留意点 

 取引コースや商品毎に手数料等およびリスクは異なりますので、上場有価証券等書
面、契約締結前交付書面、目論見書、等をよくお読みください。 

 外国株式、外国債券の銘柄には、我が国の金融商品取引法に基づく企業内容の開示
が行われていないものもあります。 

 

商号等 ：大和証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第108号 
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